
貸　　 借　　 対　　 照　　 表
（２０２４年３月３１日現在）

第１５期 ＥＮＥＯＳ不動産株式会社

科         目 金          額 科         目 金          額

千円 千円

72,921,629 31,742,451

（ 33,089,861 ） （ 28,866,382 ）

61 26,178,224

178,267 823,125

205,146 58,646

57,945 280,450

553,885 640,193

31,360,988 85,054

15 689,727

548,233 110,960

185,316

（ 2,876,068 ）

（ 39,831,768 ） 2,436,724

〔 37,147,068 〕 392,844

1,109,205 46,500

154,314

16,451

9,252 41,179,178

35,857,695 （ 41,177,366 ）

148 〔 500,000 〕

〔 32,875,312 〕

〔 95,371 〕 320,000

89,089 32,555,312

500 〔 7,802,053 〕

45 7,802,053

5,736 54,248

1,150,000

〔 2,589,328 〕 6,597,804

56,660

43,128 （ 1,812 ）

2,311,798 その他有価証券評価差額金 〔 1,812 〕

126,017

51,722

                

資　　産　　合　　計 72,921,629 負債および純資産合計 72,921,629

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

有 形 固 定 資 産

構 築 物

機 械 装 置

そ の 他 の 流 動 資 産

前 受 金

前 受 収 益

建 物

販 売 用 不 動 産

未 収 入 金

未 払 金

現 金 預 金

前 払 費 用

売 掛 金

固 定 資 産

賞 与 引 当 金

固 定 負 債

預 り 敷 金

未 払 費 用未 収 還 付 法 人 税 等

未 収 消 費 税 等

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 流 動 負 債

貯 蔵 品

退 職 給 付 引 当 金

預 り 金

工 具 器 具 備 品

無 形 固 定 資 産

資 本 剰 余 金

資 本 金

そ の 他 の 長 期 債 権

そ の 他 資 本 剰 余 金

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

利 益 剰 余 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

商 標 権

利 用 権

借 地 権

建 設 仮 勘 定

ソ フ ト ウ ェ ア

株 主 資 本

評 価 ・ 換 算 差 額 等

繰 越 利 益 剰 余 金

土 地

資 本 準 備 金

純 資 産 の 部

別 途 積 立 金



損　　益　　計　　算　　書

自  ２０２３年４月　１日

至  ２０２４年３月３１日

第１５期 ＥＮＥＯＳ不動産株式会社

千円 千円

5,495,997                              

424,950                                

9,830,187          

343,242            

1,388,539          17,482,918          

                                       

4,636,287                              

342,323                                

9,113,909          

527,717            14,620,238          

2,862,680          

1,363,913           

1,498,766          

1,277              

3,999              5,276               

6,792                                  

744                7,536               

1,496,506          

                                       

7,002              7,002               

                                       

0                                      

47,658             47,658              

1,455,850          

493,808             

81,204              

880,837            

減 損 損 失

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

不 動 産 販 売 原 価

営 業 外 収 益

工 事 作 業 請 負 原 価

そ の 他 の 営 業 費 用

売 上 総 利 益

販 売 費 お よ び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

売 上 原 価

売 上 高

不 動 産 販 売 収 入

工 事 作 業 請 負 収 入

そ の 他 の 営 業 収 入

受 取 配 当 金

賃 貸 収 入

受 託 管 理 収 入

経 常 利 益

支 払 利 息

営 業 外 費 用

雑 収 入

賃 貸 原 価

雑 損 失

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税および事業税

法 人 税 等 調 整 額



株　主　資　本　等　変　動　計　算　書

自 ２０２３年４月　１日

至 ２０２４年３月３１日

第１５期 ＥＮＥＯＳ不動産株式会社

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

 

千円 千円 千円

- 

1,150,000

- 

218,588

- 

- 

880,837 880,837

その他有価証
券評価差額金

6,597,804 7,802,053

△ 608,000△ 608,000

500,000

- 

1,812 1,812 41,179,178

54,248

320,000 32,875,312 54,248

△ 608,000

41,177,366

880,837

32,512,184

54,248 △ 54,248 - - 

32,512,184

- 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

吸収分割による増加

固定資産圧縮積立金の
積立

- - 

- 32,512,184

777 777 777

当期変動額

吸収分割による増加

7,529,216 8,392,344

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額

剰余金の配当 - △ 608,000

32,512,184

- 

32,785,021

当期首残高

当期変動額合計 - 32,512,184 272,837

363,128500,000

資本準備金
利益剰余金
合　　　計

資本剰余金

そ　の　他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計 固定資産

圧縮積立金
繰越利益剰余金

利益剰余金

その他利益剰余金

320,000 43,128 1,150,000

別途積立金

株主資本

資本金 株主資本合計

6,379,216

- 

- 

- 

777 777 32,785,798

32,555,312

32,512,184

当期末残高

評価・換算差額等

純資産合計評価・換算
差額等合計

1,034 1,034 8,393,379当期首残高

剰余金の配当

当期末残高

固定資産圧縮積立金の
積立

当期純利益

当期純利益 880,837

当期変動額合計



個　別　注　記　表

ＥＮＥＯＳ不動産株式会社

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準および評価方法

①有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券

（ア）市場価格のない株式等以外のもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しています。

 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しています。）

（イ）市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法を採用しています。

②たな卸資産の評価基準および評価方法

　販売用不動産は、個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

による算定）によっています。

　貯蔵品は、先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

よる算定）によっています。

（２）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産 　定率法を採用しています。

　ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに

2016年4月1日以降に取得した建物附属設備および構築物については、定額法を

採用しています。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

②無形固定資産 　定額法を採用しています。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）

に基づく定額法を採用しています。

（３）引当金の計上基準

①貸倒引当金　 　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

②賞与引当金 　従業員に対する賞与支給に備えて、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担

すべき額を計上しています。

③退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および

年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる

額を計上しています。

　なお、数理計算上の差異は、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（5年）による定額法により按分した額を、発生年度の翌事業年度

から費用処理しています。

④役員退職慰労引当金 　役員に対する退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を

計上しています。

構 築 物

建 物 2年～50年

2年～18年

2年～20年

建物附属設備

機 械 装 置

2年～50年

2年～24年

工具器具備品



（４）収益および費用の計上基準

　当社は、不動産販売事業、工事請負事業、作業請負事業、賃貸事業、受託管理事業を行っています。

これらの事業の収益は、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財またはサー

ビスと交換に受け取ると見込まれる金額で認識することとしています。このうち、不動産販売事業は、

顧客との契約に基づいて物件の引渡しが完了した時点で収益を認識していますが、作業請負事業、受託

管理事業においては、顧客からの要請に応じた一定期間のサービスの提供により履行義務を充足する契

約があり、この場合、履行義務が時の経過により充足されるため、契約期間に応じて均等按分し収益を

認識しています。工事請負事業について、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき

一定の期間にわたって収益を認識しています。ただし、契約における取引開始日から完全に履行義務を

充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については、完全に履行義務を充足した時点

で収益を認識しています。

　なお、賃貸事業は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）および「リース取引に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号）に基づき会計処理をしています。

（５）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①消費税等の会計処理

資産に係る控除対象外消費税等は発生事業年度の期間費用としています。

②グループ通算制度の適用

ＥＮＥＯＳホールディングス株式会社を通算親法人とするグループ通算制度を適用しています。

２．会計上の見積りに関する注記

　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る

計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

（１）繰延税金資産（総額） 千円

（２）固定資産の減損

　至近の業績や事業環境の変化、将来の事業計画に基づく将来キャッシュ・フローの見積りを基に、

減損の兆候の有無や減損損失の認識の要否ならびに減損損失の計上額を判断しています。

有形固定資産 千円

３．貸借対照表に関する注記

（１）有形固定資産の減価償却累計額 千円

（２）関係会社に対する金銭債権および金銭債務

①金銭債権

短期金銭債権 千円

②金銭債務

短期金銭債務 千円

37,147,068

35,439

2,207,872

272,294

416,912



４．損益計算書に関する注記

（１）減損損失

当事業年度において、以下の資産について減損損失を計上しています。

資産名 種類 場所 減損損失

神戸油槽所構外地 土地 兵庫県神戸市須磨区外浜町 千円

　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として主として事業物件ごとに資産のグルーピン

グを行っており、個々の資産ごとに減損の要否を判定しています。

（２）関係会社との取引高

①営業取引

ア.売上高 千円

イ.仕入高 千円

②営業取引以外の取引 千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

（１）当事業年度の末日における発行済株式の数 株

（２）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

2023年6月29日の定時株主総会において、次のとおり決議しています。

①１株当たり配当額 円

②配当金の総額 千円

③効力発生日

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

土地減損損失 千円

パーチェス法適用に伴う時価評価差額 千円

退職給付引当金 千円

賞与引当金 千円

減価償却超過額 千円

ゴルフ会員権評価損 千円

その他 千円

繰延税金資産小計 千円

評価性引当額 千円

繰延税金資産合計 千円

繰延税金負債

パーチェス法適用に伴う時価評価差額 千円

圧縮記帳積立金 千円

その他有価証券評価差額金 千円

繰延税金負債合計 千円

繰延税金資産の純額 千円

24,559

272,294

126,017

△ 23,594

△ 99

△ 146,277

119,071

1,576,315

△ 1,887,563

75,196

725,872

398,309

10,000

60,800

608,000

5,621,423

47,658

2023年6月29日

△ 122,583

303,219

27,863

2,159,858

33,632



７．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

　当社は、資金計画に照らして、余裕資金発生時にはＥＮＥＯＳファイナンス株式会社に運転資金を預

託するとともに、運転資金必要時にはＥＮＥＯＳファイナンス株式会社より借り入れています。

　投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに時価を把握しています。

（２）金融商品の時価に関する事項

　2024年3月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりです。

　なお、市場価格のない株式等は次表には含めていません（（注２）を参照ください。）。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時　　　価 差額

（1）売掛金

（2）投資有価証券（上場株式）

（3）差入保証金

（4）短期借入金 （ ） （ ）

（5）未払金 （ ） （ ）

（6）預り敷金 （ ） （ ）

（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しています。

（注１）金融商品の時価の算定方法

（1）売掛金

　売掛金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ています。

（2）投資有価証券（上場株式）

　上場株式は取引所の価格によって評価しています。

（3）差入保証金

　差入保証金の時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間および信

用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しています。

（4）短期借入金および（5）未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ています。

（6）預り敷金

　預り敷金の時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローと、返

済期日までの期間および信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しています。

（注２）市場価格のない株式等

（単位：千円）

貸借対照表計上額

（1）投資有価証券（非上場株式）

（2）関係会社株式

178,267

46,160

823,125 －

2,436,724

46,160

2,436,724

823,125

26,178,224 －

2,311,798 －

－

43,128

2,311,798

－

－

10,500

178,267

26,178,224



８．賃貸等不動産に関する注記

（１）賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では東京都その他の地域において、賃貸用の事務所等を所有しています。

（２）賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時　　　価

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した金額です。

（注２）当事業年度末の時価は、主として「固定資産税評価額」または「相続税路線価」に基づいて算

　　　　定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）です。

９．関連当事者との取引に関する注記

（１）親会社および法人主要株主等

千円 千円

（２）兄弟会社等

千円 千円

（＊）上記金額のうち、取引金額には消費税が含まれていません。

取引条件および取引条件の決定方針等

（*1）不動産の賃借については、相場賃料等を勘案して賃借単価を合理的に決定しています。

（*2）不動産の賃貸については、相場賃料等を勘案して賃貸単価と預り敷金額を合理的に決定していま

　　す。

（*3）購入金額については、一般の取引条件と同様に決定しています。

（*4）
吸収分割

　資産受入

　負債受入 1,072,271 － － 

取引の内容

取引の内容

（*1）
不動産賃借料

関連当事者
との関係

期末残高

前払費用

科目

関連当事者
との関係

504,108 

属性 会社等の名称

37,119,654

親会社 ＥＮＥＯＳホール
ディングス株式会
社

被所有
　直接100%

不動産の賃貸借
工事・作業の請負
不動産管理業務の
受委託
役員の兼任

37,087,594

議決権等の
所有（被所
有）割合

属性

5,479,354 

議決権等の
所有（被所
有）割合

会社等の名称 取引金額

－ － 

取引金額 期末残高科目

33,584,456 － － 

親会社の
子会社

ＥＮＥＯＳファイ
ナンス株式会社

なし
運転資金の借入

（*5）
資金の借入

20,873,089 短期借入金 26,178,224 

親会社の
子会社

（*2）
不動産賃貸料

ＥＮＥＯＳ株式会
社

なし

35,598 預り敷金 231,277 

不動産の賃貸借
売買・賃貸の代理
不動産管理業務の
受委託
工事・作業の請負
不動産の売買
役員の兼任

（*3）
土地の購入

10,592,026 

（*2）
不動産賃貸に伴
う敷金の返済

4,742,077 前受収益 363,333 



（*4）吸収分割については、ＥＮＥＯＳ株式会社の遊休物件賃貸事業を2023年11月1日付の吸収分割に

　　より承継したことによるものです。

（*5）資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。

　　当社はＥＮＥＯＳファイナンス株式会社より運転資金を借り入れる一方、余裕資金が発生した場合

　　は日々これを借入金の返済に充当しています。よって、取引金額については、借入と返済をネット

　　表示しています。

１０．１株当たり情報に関する注記

（１）１株当たりの純資産額 円 銭

（２）１株当たりの当期純利益 円 銭

１１．その他の注記

（吸収分割による遊休物件賃貸事業の承継）

（１）吸収分割の概要

①吸収分割日：2023年11月1日

②承継した事業の概要：分割会社（ＥＮＥＯＳ株式会社）の遊休物件の賃貸事業

③取引の概要：ＥＮＥＯＳ株式会社を吸収分割会社とし、当社を吸収分割承継会社とする吸収分割

（２）実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）および「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づき、

共通支配下の取引として処理しています。

88,083 73

4,117,917 85


